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概 況 
 

平成２９年度は、経済産業省をはじめ､新エネルギー･産業技術総合開発機構(ＮＥＤ

Ｏ)、大学、事業参加企業等各界の協力を得て、以下の事業を実施した。 

 

 調査研究及び研究開発事業に関しては、総計５７件の事業を推進した。 

温暖化対策のシナリオ策定については、各種温暖化対策技術の導入シナリオを導

き出すための地球環境・エネルギー・経済統合モデルの開発を進めるとともに、パ

リ協定下での２０２０年以降の各国排出削減目標である約束草案の排出削減努力の

評価を行った。 

バイオリファイナリー技術の開発については、ＲＩＴＥの独自技術である「ＲＩ

ＴＥバイオプロセス（増殖非依存型バイオプロセス）」を用いて、バイオ水素、バイ

オブタノール、グリーン化学品等を生産する研究を行った。 

ＣＣＳ（Carbon dioxide Capture and Storage；ＣＯ２ 分離回収・貯留）の実用

化・本格導入に向けて、ＣＯ２ 分離・回収技術の開発については、これまでの研究

成果を活かし、革新的なＣＯ２ 分離・回収技術として、化学吸収法、膜分離法、固

体吸収法などの実用化に向けた研究・開発を行い、ＣＯ２ 貯留技術の開発について

は、これまで取り組んできた地中貯留に関する基盤技術開発をもとに安全性、信頼

性の構築に資する技術開発を行った。 

グリーンプロセス技術の開発については、従来蓄積してきた膜分離技術に関する

研究成果を踏まえて、ＣＯ２ の排出自体を大幅に低減するグリーンプロセス技術の

研究開発を進めた。 

新規研究開発事業の推進等については、関連技術動向、政策ニーズ等の調査を進

めるとともに、企業、大学の関係者との情報交換、経済産業省等に対するプロジェ

クト提案などを行った。 

国際研究交流事業に関しては、ＣＯ２ 貯留技術に関する米国研究機関との協力等の

国際研究交流を進めた。また、ＣＣＳのＩＳＯ化については、国内審議団体として、

また、ＩＳＯＷＧ１の事務局として、ＣＣＳに関する国際標準作成を推進した。さら

には、ＩＰＣＣ総会等で日本政府に対して情報収集・分析・報告・助言を行うなどＩ

ＰＣＣに関する政府支援等を実施した。 

普及啓発活動事業に関しては、平成２９年１１月に、「未来を拓く無機膜環境・

エネルギー技術シンポジウム」、ＩＰＣＣワークショップ「気候変動の緩和策につ

いて考えよう－IPCC第 6次評価サイクルの活動と今後の取り組み－」、ＩＰＣＣシ

ンポジウム「気候変動の緩和策について考えよう－IPCC第 6次評価サイクルの活

動と今後の取り組み(2)」、同年１２月に、「革新的環境技術シンポジウム～温暖化

対策の長期戦略を支える革新的技術の開発推進～」、また、平成３０年 1月に、「Ｃ

ＣＳテクニカルワークショップ－大規模ＣＯ２ 地中貯留技術の実用化に向けて－」、

更に、同年２月に、「ＡＬＰＳ国際シンポジウム－長期大幅排出削減に向けて－」、

「革新的ＣＯ２ 膜分離技術シンポジウム～地球温暖化防止に貢献する膜分離技術

の最新動向～」を、いずれも東京において開催し、ＲＩＴＥの研究成果等の普及活

動を図った。さらに、ホームページ等さまざまな機会を捉え、ＲＩＴＥの事業活動

に関する情報提供に努めた。 
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また、こうした活動を踏まえ、ＲＩＴＥの研究成果の早期実用化を図るべく、産業

界との連携強化を図った。 
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１．調査研究及び研究開発事業 
国、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）、民間企業等からの受託

等により、平成２９年度は総計５７件の事業について研究開発、調査研究を推進

した。主なプロジェクトの実績は以下のとおりである。 

なお、新規プロジェクトの創設に向けて、情報収集と調査を行うとともに、企

業、大学の関係者との情報交換、経済産業省等に対するプロジェクト提案などを

行った。 
 

（１）温暖化対策のシナリオ策定 

システム研究グループは、地球温暖化対応戦略の分析評価・構築のため、コア

テクノロジーである「地球温暖化対策技術・シナリオの分析評価技術」を活用し

て、個別技術及び対応シナリオについて、その経済性をはじめ、様々な視点から

総合的評価を行った。 

平成２９年度は、地球温暖化抑制に資する種々の温暖化対策技術の技術特性・

費用の総合的な把握を行った。また、費用対効果等に関する研究を踏まえ、各種

温暖化対策技術の導入シナリオを導き出すための地球環境・エネルギー・経済統

合モデルの開発を進めた。以上の基盤研究を実施しつつ、以下の事業を実施した。 

 

地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業 

（平成２９年度、経済産業省より受託） 

地球温暖化問題の真の解決に際しては、より大きく経済・社会の発展という

文脈で把握することが重要である。そのため、平成２９年度の本事業では、平

成２８年１１月に発効したパリ協定、国際的な政治、経済状況を踏まえながら、

世界における実効ある排出削減を持続的に推進していくための取組みについて

分析、評価を行った。また海外研究機関とも連携・協力しつつ、温暖化対策（温

暖化緩和策及び適応策）、ファイナンス、政策の総合的かつ整合的な分析・評価

を行う。これによって、地球温暖化対策と経済成長の両立（グリーン成長）を

目指す国際枠組み、及び、我が国の国際戦略立案に貢献した。 

さらに、地球温暖化抑制に資する種々の温暖化対策技術の技術特性・費用の総合 

的な把握を行い、費用対効果等に関する研究を踏まえ、各種温暖化対策技術の導 

入シナリオを導き出すための地球環境・エネルギー・経済統合モデルの開発を進 

めた。 

 

（２）バイオリファイナリー技術の開発 

バイオ研究グループは、ＲＩＴＥの独自技術である「ＲＩＴＥバイオプロセス」

を用いて、農業残渣や草などの非可食バイオマスから燃料や有用な化学品を生産

する研究を実施しており、平成２９年度は、バイオ水素、バイオブタノール、グ

リーン化学品等を生産する研究を行った。 
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 ①経済産業省からの委託事業 

革新的なエネルギー技術の国際共同研究開発事業 

  以下の３テーマについて研究開発を実施した。 

 １）「セルロース系バイオマスからの高効率バイオ水素生産プロセスの研究開発」 

（平成２７年度～平成３１年度（予定）） 

米国国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）及びフランス国立科学研究セ

ンター（ＣＮＲＳ）との連携の下で、平成２９年度は、暗発酵水素生産における

水素収率の向上、暗発酵と光発酵の統合型水素生産における水素収率の向上、実

糖化液を用いた水素生産プロセス条件の検討に取り組んだ。 

 ２）「高炭素収率を特徴とするセルロース系バイオマスからのバイオ燃料ブタノー 

ルの製造に関する研究開発」（平成２７年度～平成３１年度（予定）） 

米国国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）及び米国パシフィック・ノー 

  スウエスト国立研究所（ＰＮＮＬ）との連携の下で、平成２９年度は、ブタノー 

  ル耐性を向上させる遺伝子の機能解析、高効率ブタノール生産菌の開発、省エネ 

  ルギーブタノール回収技術の開発、実糖化液を用いたブタノール生産技術の開発 

  等に取り組んだ。 

３）「様々な有用化学品の低コスト・低炭素型生産を可能にする革新的高汎用性 

 バイオプロセスの開発」（平成２９年度～平成３１年度（予定）） 

米国国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）及び米国パシフィック・ノー

スウエスト国立研究所（ＰＮＮＬ）との連携の下で、平成２９年度は、細胞への

毒性が高い物質を微生物発酵法によって生産する際の課題を解決するための生

産株の開発、省エネルギーで目的とする物質に変換する技術の開発等に取り組ん

だ。 

 
②国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略称

する）からの委託事業 
「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発／高生産微生物創製に資する

情報解析システムの開発」（平成２８年度～平成３２年度（予定）） 
高度に機能がデザインされた生物細胞（スマートセル）を創製し、有用物質

の生産や従来法の生産性を凌駕することを目的に、基盤技術や特定の物質にお

ける実用化技術を開発するプロジェクトに参画し、コリネ型細菌を用いた有用

芳香族化合物の生産性向上による代謝解析技術の有効性検証に取り組んでい

る。平成２９年度、ＲＩＴＥは、目的とする物質を生産する基本株の育種を進

めるとともに、取得した遺伝子や代謝産物のデータをプロジェクト内の連携機

関（神戸大学、産業技術総合研究所、東北大学）に提供し、代謝モデル開発に

係る検討を行った。 
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③民間企業との共同開発事業 

 ＲＩＴＥバイオプロセスを利用したバイオ燃料やグリーン化学品生産技術に

ついて民間企業と共同開発を実施した。同プロセスを事業化するために設立し

た Green Earth Institute 株式会社とは、アミノ酸等について共同研究を実施し

ている。その成果として、同社ではアミノ酸について、米国や中国のパートナ

ー企業でのパイロット試験を実施し商用生産に向けた協議を開始するとともに、

化粧品用エタノールについては商用生産を開始した。 

平成２６年５月に技術研究組合を組織変更して設立したグリーンフェノール

開発株式会社では、ＮＥＤＯ補助金の交付を受け、バイオ変換におけるフェノー

ル濃度の向上、濃縮精製工程からの廃水リユース率の向上等に取り組み、設定し

た目標を全て達成した。また、並行して、事業化のための安価な糖原料や培地成

分の検討を進めた。同社は、平成３０年度からグリーンケミカルズ株式会社に商

号を変更し、グリーンフェノール開発で培った技術を基盤に、グリーン化学品の

事業化を目指している。 

 

（３）ＣＯ２ 分離・回収技術の開発 

化学研究グループは、ＣＣＳ実用化本格導入に向けて、産業界がＣＯ２ 発生

源に応じた最適な分離・回収の技術選択ができるように、従来型のＣＯ２ 分離・

回収技術研究に加えて、ＣＯ２ 回収コストとエネルギー消費の大幅な削減に寄

与する革新的な技術の基礎・基盤研究に幅広く取り組んでいる。 

平成２９年度は、これまでの研究成果を活かし、革新的なＣＯ２ 分離・回収

技術として、固体吸収法と膜分離法の実用化、並びに、化学吸収法で用いる吸

収液の高性能化などを目指した研究・開発を、民間企業と共同で行った。 

 

① 二酸化炭素回収技術実用化研究事業（先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開

発事業（平成２７年度～平成３１年度（予定）、経済産業省より受託） 

平成２９年度は固体吸収材を用いた実用プロセス開発とそのための材料開

発を進め、川崎重工業株式会社と連携して石炭燃焼排ガスによるベンチスケー

ル試験を実施した。さらに、将来のスケールアップ試験の実施サイトとして、

関西電力株式会社舞鶴発電所を選定し、計画・準備を進め、以下の成果を得た。 

１）実用プロセス開発 

平成２８年度に構築した移動層シミュレーターの改良（物性値、収束性な

ど）を行うと共に、改良固体吸収材を使用したベンチスケール試験を行い、

スケールアップに向けてデータを取得した。これらの改善により、これまで

の実績を大きく上回る回収量（５．５ｔ／ｄ）を達成した。また、舞鶴発電

所内に将来のスケールアップ試験実施場所を確定し、詳細設計を川崎重工業

と協議しながら進めると共に、全体スケジュールを構築した。 

２）実用化のための材料最適化 

平成２８年度の試験結果をもとに、吸収速度向上、水蒸気吸着量抑制を可
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能とする固体吸収材を選定し、本材料に対して中間目標である１０ｍ３スケ

ールの合成技術を構築した。さらに合成した固体吸収材を用いた小型連続回

収試験により、再生エネルギー１．２ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下（目標：１．５

ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下）の性能ポテンシャルを確認した。また、今後のスケ

ールアップ試験に向けて担体およびアミンの製造法を検討し、更なる高性能

化・低コスト化が期待できる製造方法や材料の候補を見出した。 

 

②二酸化炭素回収技術実用化研究事業（二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開

発事業）(平成２７年度～平成３１年度（予定）、経済産業省より受託)  

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等で発生する圧力を有するガス源から、Ｃ

Ｏ２ を高効率で分離するＣＯ２分離膜モジュールシステムの研究開発を次世代

型膜モジュール技術研究組合にて実施した。実用化研究フェーズの３年目とな

る今年度は、京都研究室(ＲＩＴＥ)では、連続製膜の薄膜化のための製膜液条

件の検討、模擬ガス高圧試験装置を用いた分離性能、耐久性向上検討など、実

機膜モジュール実用化に向けた研究開発や経済性評価を中心に検討を行い、以

下の成果を得た。 

１）海外実ガス試験の実施場所に米国ケンタッキー大学を選定し、情報収集、

取得した情報に基づく膜及び膜エレメント評価ユニットの基本設計を行った。

また、国内のＩＧＣＣで実ガス試験を行うことを想定し、膜エレメント評価

ユニットの基本設計も行った。 

２）連続製膜処方により作製した膜を用いて性能評価を行い、中間評価目標の

分離性能耐久性（性能低下２５％以下／２年）を達成した。また、技術研究

組合として連続製膜の薄膜化を実現し、ＲＩＴＥは、製膜溶液の最適化検討、

連続製膜での薄膜化に適した製膜溶液濃度や製膜条件等のチューニングを行

った。 

３）触媒を添加した膜の模擬ガス高圧試験結果に基づき、ＣＯ２分離・回収エ

ネルギー、ＣＯ２分離・回収コストを試算し、中間評価目標（０．９ＧＪ／

t-ＣＯ２以下、２１００円／ｔ－ＣＯ２以下）を達成した。 

 

③環境調和型製鉄プロセス技術開発(COURSE50 フェーズⅠ（Step2）、平成２５

年度～平成２９年度。新日鐵住金株式会社と共同実施のＮＥＤＯ委託事業) 

高炉ガスからのＣＯ２分離・回収を対象に、更なるコスト低減のため高性

能吸収液の開発を進め、以下の成果を得た。 

１）相分離現象を利用した二相系吸収液の研究 

アミン系吸収液の液液相分離を利用したＣＯ２分離回収プロセス（二相系

吸収液プロセス）について、国内外の開発動向を調査した。更にそれらの情

報をもとにＲＩＴＥ開発の二相系吸収液について検討を進め、先行技術とは

異なる条件で相分離および均一化を実現することにこそ大きなエネルギー

的利得があることを見出した。 

２）吸収・放散促進触媒の開発 
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量子化学計算を活用して、２級アミンを主剤とする吸収液に対し吸収性能

を向上させる新規触媒を複数見出した。更に、実用吸収液に対する触媒添加

量および添加条件の最適化を進めると共に、充填塔への設置を念頭に固体支

持体への固定化として有望な手法を考案し、条件検討を進めた。 

３）高性能吸収液の開発 

吸収液組成に含まれる吸収剤、溶媒および添加剤等の最適化についてラボ

試験により総合的に評価し、その中から高性能吸収液を見出すとともに、Ｃ

ＡＴ－ＬＡＢ試験において高いエネルギー性能を確認した。また、これらの

新規吸収液に関して、実用化に関係する一次評価試験（安定性、材料腐食性、

安全性等）を実施し、それらの結果が従来のアミン系水溶液と同等であり、

実用化への見通しも明るいことを確認した。 

  

（４）ＣＯ２  貯留技術の開発 

二酸化炭素地中貯留技術研究組合の一員として、これまでに実施してきた基盤技

術開発の成果をもとに、実用化規模（１００万トン／年）への up-scaling に係る安

全管理技術の開発を行った。以下に平成２９年度実施の主な事業概要を示す。 

①安全なＣＣＳ実施のためのＣＯ２貯留技術の研究開発事業（平成２８年度～平成 

 ３２年度（予定）、民間企業４社及び産業技術総合研究所との６団体による二酸化

炭素地中貯留技術研究組合にて経済産業省より受託） 

我が国の貯留層に適した大規模ＣＯ２ 圧入・貯留に係る安全管理技術の開発、 

大規模貯留層への有効圧入・利用技術の開発及び社会的受容性の向上等ＣＣＳ普

及に向けた環境整備等の研究開発を進めた。 

１） 大規模ＣＯ２  圧入・貯留の安全管理技術の開発 

安全にＣＯ２ を圧入するための管理システム（ＡＴＬＳ：Advanced 
Traffic Light System）については、異なる地震計の観測データへの忘却型学

習アルゴリズムＳＤＡＲ（Sequentially Discounting Auto Regressive model）
手法の有効性や高精度震源決定プロセスを検討した。またＣＯ２ 地中貯留のラ

イフサイクルの各段階で利用される地質モデル構築手法について検討すると

ともに、Ｘ線ＣＴ装置を用いたコア試験や長岡サイトでのモニタリング検層結

果等によりＣＯ２  挙動シミュレーション技術開発を進めた。更に光ファイバ

ーをＣＯ２  地中貯留の安全性評価に適用するため、既存坑井でのＤＡＳ／Ｖ

ＳＰ（Distributed Acoustic Sensing /Vertical Seismic Profiling）を実施し、

有効性を確認した。他には万が一ＣＯ２  が海に漏出した場合の、潮汐効果を

組み込んだＣＯ２ 拡散シミュレーションを実施するとともに、実海域でのサイ

ドスキャンソナーによるＣＯ２ 気泡検知能力を確認した。 

２）大規模貯留層への有効圧入・利用技術の開発 

開発した最適化ツールを用いてモデル計算による複数坑井の設置位置及び

圧力緩和井の要否について最適解探索を行い、計算時間の低減効果を確認す

るとともに、坑井位置や圧力緩和井による貯留量の違いを確認した。 

またＣＯ２ を微細な気泡にして圧入する技術の実用化に向けて、室内実験と

シミュレーションを通じたマイクロバブルの効果とメカニズムの評価を行う

とともに、現場適用のための坑内ツールスを試作し、既存坑井での現場試験で
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性能確認を行った。 

３）ＣＣＳ普及条件の整備、基準の整備 

国内の事業者がＣＯ２ 地中貯留事業を実施する際に参考とすることを目的

として策定している技術事例集については、第５章「設計・建設」、第６章「操

業・管理」、第８章「閉鎖後管理」のドラフト案を作成した。 

また社会的受容性向上に向けた研究や活動、インシデントが生じた際の対応

手順をまとめたＣＯ２ 貯留安全性管理プロトコル（ＩＲＰ）の整備に向けて、

海外研究者との情報交換の実施や海外事例の調査等を行い、日本版ＩＲＰの骨

組みを策定した。 

 

②ＣＣＳ国際連携事業 

（平成２９年度～平成３３年度（予定）、経済産業省より受託） 

経済性のあるＣＣＳ技術の開発を促進するための国際的組織であるＣＳＬＦ

（Carbon Sequestration Leadership Forum：炭素隔離リーダーシップ・フォー

ラム）やＣＣＳ技術の調査研究等を実施している国際機関のＩＥＡＧＨＧ（IEA 
Greenhouse Gas R&D programme：ＩＥＡ温室効果ガスＲ＆Ｄプログラム）の

活動に参加するとともに、ＣＯ２ の海底下貯留に関係するロンドン条約の会合や

その他の国際会議等の情報から、主要国のＣＣＳ政策、大規模プロジェクト、研

究開発、各種課題についての動向調査を実施した。ＣＳＬＦでは政策グループの

規制タスクフォースの議長としてＣＯ２地中貯留向けの規制についての教訓をま

とめた報告書を策定し、閣僚級会合のインプットとした。 

 

③常設型ＯＢＣ観測データの提供 

（平成２９年度、日本ＣＣＳ調査（株）より受託） 

ＲＩＴＥが開発し苫小牧実証試験サイトに設置した常設型ＯＢＣによる常時

モニタリング観測システムによる連続観測を行い、観測データを日本ＣＣＳ調査

㈱に提供するとともに、システムの維持管理を行った。 

 

（５）グリーンプロセス技術の開発 

無機分離膜を活用し、ＣＯ２ の排出自体を大幅に低減するグリーンプロセス

技術の研究開発を進めている。平成２９年度は以下の成果を得た。 

 

①水素利用等先導研究開発事業（エネルギーキャリアシステム調査・研究／水

素分離膜を用いた脱水素プロセス、平成２５年度～平成３０年度（予定）、千

代田化工建設株式会社と共同実施のＮＥＤＯ委託事業) 

水素キャリアとして注目されているメチルシクロヘキサンについて、シリカ水

素分離膜を用いた脱水素反応の技術課題及び経済性の検討を行っている。平成２

９年度は、メンブレンリアクター（ＭＲ）用に、工業的なシール法を開発するこ

とに成功し、また、６気圧までの高圧化検討によって、経済的にも有利な運転条

件を見出した。さらに、５０ｃｍ長尺シリカ３本を用いたＭＲ装置を組み上げ、

平衡転化率４２％を大幅に上回る９５％以上の転化率が得られることを検証し

た。 
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②次世代火力発電等技術開発（次世代火力発電基盤技術開発／ＣＯ２有効利用技

術開発、平成２９年度～平成３１年度（予定）、ＪＦＥスチール株式会社等と

共同実施のＮＥＤＯ委託事業) 

ＣＯ２と水素を反応させ、メタノールなどの燃料に変換する（ＣＣＵ）技

術の確立を目指して、技術課題や経済性を明らかにするための調査を行った。

またメンブレンリアクター等によるプロセスの高効率化についても検討を実

施した。 

 

（６）新規研究課題の探索と新規研究開発事業の推進 

 ＲＩＴＥが持つ研究ポテンシャルを生かした新規研究課題を探索するため、関

連技術動向、政策ニーズ等の調査を進めるとともに、企業、大学の関係者との情報

交換、経済産業省等に対するプロジェクト提案などを行った。 

また、ＣＣＳの実用化に向けての諸課題を整理・解析、必要な制度を含めた実

用化への道筋を検討した。さらに、ＣＣＳの経済性評価に関する検討を行った。 
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２．国際研究交流事業 
地球環境産業技術の研究開発に関する国際交流をより効果的に推進するため、

国際研究交流、ＣＣＳのＩＳＯ化、ＩＰＣＣに関する政府支援等を実施した。 

 

（１）ＣＣＳに関する国際研究交流 

①アメリカ 

平成２７年４月に経済産業省と米国エネルギー省（ＤＯＥ）間で締結された 

二酸化炭素回収・貯留分野に係る協力文書（ＭＯＣ）に基づき、米国関係機関と

連携してＣＣＳ分野での協力を進めた。 

ローレンス･バークレー国立研究所（ＬＢＮＬ）等と協力してカナダのＣＣＳ

サイトで既設光ファイバーを利用した現場実験を実施したほか、ＣＯ２ 流動シミ

ュレーションの解析コードの開発を連携して進めた。 

また、パシフィック･ノースウェスト国立研究所（ＰＮＮＬ）と協力し、同研 

研究所が開発したツールを用いて、長岡実証試験サイト等で取得したデータ 

の管理や情報共有方法について検討した。 

 

②フランス 

地質・鉱物研究所（ＢＲＧＭ）と協力して完成させたＣＯ２ 流動のシミュレ

ータであるＴＯＵＧＨ２のプリ・ポストプロセッサ（Ｔ２Ｂ）の成果を、長岡

他の広域地質モデルによるシミュレーション等に活用した。 

 

（２）ＣＣＳのＩＳＯ化 

ＩＳＯ／ＴＣ２６５（二酸化炭素の回収、輸送及び貯留）専門委員会でのＣＣ

ＳのＩＳＯ化作業に向けて、ＲＩＴＥは国内審議団体として国内審議委員会を開

催し、規格についての審議や日本国内意見の集約、本専門委員会への代表者選任

について議論した。 

平成２９年度は、本専門委員会の第９回総会がカラマイ（中国）、第１０回総会

がシドニー（豪州）で開催され、本専門委員会に設置された回収、輸送、貯留、

定量化と検証、クロスカッティングイッシュー及びＣＯ２ －ＥＯＲ（Enhanced Oil 

Recovery:石油増進回収法）の６つのワーキンググループにおいて作業原案（ＷＤ）、

委員会原案（ＣＤ）、照会原案（ＤＩＳ）等の作成作業が行なわれ、国内審議委員

会においても本専門委員会の進捗に応じて、対応するワーキンググループで議論

を行うとともに、専門家を専門委員会のワーキンググループに派遣して規格化作

業を行った。また、ＷＧ１（回収）において、ＲＩＴＥはコンビーナ（議長）及

び事務局を務め、標準作成作業を推進した。 

 
（３）ＩＰＣＣに関する政府支援 

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）は、温暖化に関する科学的知見を

収集・評価し、温暖化予測（第一作業部会）、温暖化影響と適応（第二作業部会、

温暖化緩和（第三作業部会）からなり、本事業では、第三作業部会において日本

政府がＩＰＣＣ総会等で議論される科学的知見について適切な対応・発信を行え
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るよう、適切な情報収集・分析・報告・助言を行った。 

平成２９年度は総会への出席と、第６次評価報告書のスコーピング会合、及び

１.５℃特別報告書の執筆者会合等への専門家の派遣、国内連絡会の開催、第三作

業部会国内幹事会の開催等の活動を行い、望ましい形の温暖化対策の枠組み作り

に貢献した。 

 

 

（４）革新的なエネルギー技術の国際共同研究開発事業 

①セルロース系バイオマスからの水素製造、②バイオブタノールの生産、③

様々な化学品の低コスト・低炭素型生産を可能にする革新的高汎用性バイオプロ

セスについて、①～③については米国国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）

と、②～③については米国パシフィック・ノースウエスト国立研究所（ＰＮＮＬ）

と、①については、フランス国立科学研究センター（ＣＮＲＳ）と、共同研究を

進めた。（２.（２）①再掲） 

 

 

（５）ＣＴＣＮ事業 

国連気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）の下で設立され、国連環境計画（ＵＮ

ＥＰ）と国際連合工業開発機関（ＵＮＩＤＯ）が主催する気候技術センター及び

ネットワーク（ＣＴＣＮ）が実施している技術支援事業のうち「南アフリカ共和

国のセメント産業におけるＣＯ2  回収・有効利用と排熱回収を活用したＣＯ2  削

減に関する事業可能性調査」を行った。本事業では、排熱利用技術と鉱物炭酸化・

有効利用技術を組み合わせた日本独自の低炭素化技術を活用し、南アフリカ共和

国のセメント産業において抜本的な CO2を削減する事業を実現するためのＣＯ2  

削減ポテンシャルの評価、経済性評価等の事業可能性調査を行った。 
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３．普及啓発活動事業 
（１）研究成果報告会等の開催 

研究開発成果の普及、産学官連携の拡大を目的に、ＲＩＴＥの研究成果報告会

（革新的環境技術シンポジウム）やＣＣＳ技術に関するシンポジウム(ＣＣＳテク

ニカルワークショップ)などを開催し、地球環境問題解決に資する最先端の情報を

発信した。 

 

①「革新的環境技術シンポジウム～温暖化対策の長期戦略を支える革新的技術の開

発推進～」 

本シンポジウムは当機構の研究成果を報告する場として毎年開催しているも

のであり、各研究グループ・センターから、最新の研究・開発成果と今後の展

望について講演すると共に、今回から時間を拡大して開催したポスターセッシ

ョンにおいて、参加者と活発な意見交換を行った。 

また、ＣＯＰ２３に参加直後の経済産業省産業技術環境局の岸本審議官に、

地球温暖化問題の国際交渉の現状や我が国の温室効果ガス排出削減の長期戦略

の方向性などについて講演頂いた。更に、基調講演として当機構の山地研究所

長より、エネルギー・地球温暖化対策関連技術の大幅なイノベーション創出の

ための方策や課題について講演を行った。 

開催日：平成２９年１２月６日（水）１３：００～１７：３０ 

会 場：伊藤謝恩ホール（東京大学） 

主 催：ＲＩＴＥ 

後 援：経済産業省、(公社)日本化学会 、(公社)化学工学会、 

    (公社)日本農芸化学会、(一社)エネルギー・資源学会、 

    (一社)日本エネルギー学会 

   参加者：３８９名 

 

②未来を拓く無機膜環境・エネルギー技術シンポジウム 

本シンポジウムでは、山地研究所長の基調講演に続き、早稲田大学の松方正

彦教授、東京工業大学の岡崎健特命教授に最新の研究開発動向を講演いただき、

無機膜研究センターの中尾センター長より研究開発成果を報告した。その後、

産業化戦略協議会の久德会長をコーディネータとして、経済産業省、会員企業

の日立造船（株）、千代田化工建設(株)、日揮（株）が加わり、「無機膜研究

センター産業化戦略協議会の意義」と題してパネルディスカッションを行い、

会場からの質問も含め活発に質疑を行った。 

開催日：平成２９年１１月７日（火）１３時～１７時３０分 

会 場：東京大学伊藤謝恩ホール 

主 催：ＲＩＴＥ 

後 援：経済産業省、ＮＥＤＯ、（一財）エネルギー総合工学研究所、 

（公社）新化学技術推進協会、（一社）水素供給利用技術協会、 

（一財）石油エネルギー技術センター、（一社）日本ガス協会、 

燃料電池実用化推進協議会 
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協 賛：（一財）ファインセラミックスセンター、（公社）化学工学会、 

日本膜学会 

参加者：１９９名 

 

③「気候変動の緩和策について考えよう－IPCC第６次評価サイクルの活動と今後の取

り組み－」 

   ＩＰＣＣ第三作業部会（温室効果ガスの排出削減等、気候変動の緩和に係る作

業部会）の共同議長である Jim Skea博士から第６次評価報告書作成サイクルで

の取組みについての基調講演に続き、茅ＲＩＴＥ理事長らからＩＰＣＣ報告書に

盛り込まれるべき重要な論点や今後の取組み課題等に関して講演があった。後半

のパネルディスカッションでは、各界からの有識者も加わり、ＩＰＣＣへの期待

と課題及び温暖化対策への取組み方等について議論が行われた。 

   開催日：平成２９年１１月１４日（火）１３：００～１７：００ 

   会 場：品川プリンスホテル「トパーズ 15」 

   主 催：経済産業省 

   共 催：ＲＩＴＥ 

   参加者：１８０名 

 

④「気候変動の緩和策について考えよう－IPCC第６次評価サイクルの活動と今後の取

り組み(2)－」 

  ＩＰＣＣ第三作業部会の副議長である Diana Ürge-Vorsatz博士から、特に高水準

の緩和取り組みの可能性が期待される都市部における戦略等の第６次評価報告書へ

の新しい要素等に関する基調講演に続き、国内の専門家から地球環境対策における

産業部門の取り組みとＩＰＣＣへの期待に関する講演があった。後半のパネルディ

スカッションでは、各界からの有識者も加わり、ＩＰＣＣへの期待と課題及び温暖

化対策への取組み方等について議論が行われた。 

   開催日：平成２９年１１月２９日（水）１３：００～１７：１５ 

   会 場：ＴＫＰガーデンシティ ＰＲＥＭＩＵＭ京橋 ２２Ａ会議室 

   主 催：経済産業省 

   共 催：ＲＩＴＥ 

      後 援：一般財団法人 建築環境･省エネルギー機構（IBEC） 

   参加者：１５０名 

 

⑤ＣＣＳテクニカルワークショップ 

本ワークショップでは、「大規模ＣＯ２ 地中貯留技術の実用化に向けて」をテー

マ 

に国内外４名の専門家から最新の成果についての報告があり、大規模なＣＣＳの実 

用化・普及のために何が必要であるかについての議論が交わされた。 

また、ＲＩＴＥ研究者によるポスターセッションを同時開催した。 

   開催日：平成３０年１月２３日（火）１０：００～１７：１５  

会 場：イイノホール 
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主 催：二酸化炭素地中貯留技術研究組合 

共 催：経済産業省 

参加者：３２０名 

 

⑥「地球温暖化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業」（ＡＬＰＳⅢ）  

オーストリアにある国際応用システム分析研究所（ＩＩＡＳＡ：International  

Institute for Applied Systems Analysis）等とも研究協力しながら、地球温暖

化対策技術の分析・評価に関する国際連携事業を進めており、研究者の招聘等の

研究交流を実施するとともに、「長期大幅排出削減に向けて」と題したＡＬＰＳ

国際シンポジウムを開催、研究成果を報告した。 

海外からはＩＩＡＳＡ副所長、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）部門長、コロ 

ラド大学教授、ドイツ国際安全保障問題研究所（ＳＷＰ）部門長、パリ・サク

レイ大学教授の計５名、国内からは国立環境研究所室長、ＲＩＴＥから２名が

講演を行い、講演者と参加者との間で活発な質疑を行った。 

開催日：平成３０年２月９日（金）１０：００～１７：１０ 

会 場：虎ノ門ヒルズフォーラム ホールＢ 

主 催：ＲＩＴＥ 

共 催：経済産業省 

参加者：３１０名 

 

⑦「第７回革新的ＣＯ２  膜分離技術シンポジウム～地球温暖化防止に貢献する膜分離 

技術の最新動向～」 

本シンポジウムでは、国内外から、ＣＯ２ ゼロエミッション、ＩＧＣＣ、膜

分離の専門家を招聘し、ＣＯ２ 分離膜技術の最近の研究開発動向や次世代石炭

火力技術開発の現状と課題について紹介するとともに、ＲＩＴＥが参加する次

世代型膜モジュール技術研究組合が開発しているＣＯ２ 分離膜技術の開発状況

について、技術研究組合専務理事の中尾グループリーダーより報告した。 

開催日：平成３０年２月１３日（火）１３：００～１７：００ 

会 場：伊藤謝恩ホール（東京大学） 

主 催：次世代型膜モジュール技術組合（ＭＧＭ組合） 

共 催：経済産業省 

後 援：日本 CCS調査株式会社、Global CCS Institute、公益社団法人新 

化学技術推進協会 

協 賛：日本膜学会、公益社団法人化学工学会、公益社団法人高分子学会 

公益社団法人日本化学会 

参加者：１７９名 

  

 

（２）研究年報「ＲＩＴＥ Ｔｏｄａｙ２０１８」の発行 

ＲＩＴＥの最新の活動を総括して国内外に広く伝えることを目的として、平成

２９年の研究活動をとりまとめた研究年報「ＲＩＴＥ Ｔｏｄａｙ２０１８」（日
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本語版・英語版）を発行した。各研究グループ・センターの研究活動概説やトピ

ックスの他、平成２８年に４つの民間企業、国立研究機関とともに設立した二酸

化炭素地中貯留技術研究組合の理事の方々にこれまでの活動や今後の抱負につい

て語っていただいた座談会の様子を特集記事として掲載した。 

 

（３）展示会の開催 

BioJapan2017 が平成２９年１０月１１日～１０月１３日にパシフィコ横浜で

開催され、ＲＩＴＥは主催団体の一つとして参加した。 

ＲＩＴＥは、グリーンフェノール開発（株）と共同で展示ブースでの出展を行

い、バイオ燃料生産やグリーンフェノール等芳香族化合物の生産技術等、研究内

容の紹介を行った。展示ブースには１００名を超える来訪者があった。また、 

１０月１２日に、展示会場内ステージで、経済産業省「革新的なエネルギー技術

の国際共同研究開発事業」で実施中のバイオブタノールプロジェクト及びバイオ

水素プロジェクトについて、成果発表を行った。 

 

（４）「ＲＩＴＥ交友会」の開催 

平成２３年１２月 1 日の公益財団法人認定以前に、ＲＩＴＥの理事、評議員に

就任頂いていた企業経営者や、現在の国の政策決定者、学識経験者、賛助会員企

業の責任者を対象に、ＲＩＴＥの概況と最新の研究活動のトピックスについて報

告を行った。 

開催日：平成２９年７月１４日（金）１５：００～１７：００ 

会 場：経団連会館 

主 催：ＲＩＴＥ 

参加者：５８名 

 

（５）情報発信の充実 

① マスメディアを通じた発信 

ＣＯ２ 分離回収・貯留技術、システム研究を中心に、プレス発表８件をはじ

め、新聞、雑誌、インターネット等のマスメディアを通じた情報発信を行った。

新聞では、日本経済新聞（８件）、化学工業日報（１８件）、電気新聞（６２件）

をはじめ、一般紙・工業紙など、合計１３５件の掲載があり、温暖化対策のシ

ナリオ策定等に関する記事（２５件）が最も多く取り上げられた他、平成３１

年度以降に関西電力舞鶴発電所で実施予定の省エネルギー型二酸化炭素分離・

回収システムの実用化試験に関する記事が多くの新聞に掲載された。雑誌では、

エネルギー政策・温暖化対策の分析に関する記事などを中心に１２件が掲載さ

れた。 

 

②ホームページ 

ホームページを通じて、最新情報の発信に努めた。ホームページコンテンツ
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としては、ＲＩＴＥの概要、ＲＩＴＥが保有する地球温暖化対策技術の概要、

各研究グループの研究活動や研究成果、各種シンポジウムの開催案内や開催結

果、展示会への出展等の情報を適宜発信した（閲覧のべ約６万１千件、前年比

約３０％増）。なお、最新の研究内容を踏まえて、ＣＯ２ 貯留研究グループのホ

ームページをリニューアルした。 

 

③見学者の受け入れ、環境教育等 

平成２９年度は、政府・自治体等公的機関、企業、業界団体、さらに大学院

生や学部生といった若手研究者に至るまで、国内だけでなく中国、メキシコな

ど海外からの来訪者を含め、３０回（３０２名）の訪問・見学を受け入れた。 

環境教育については、精華町を中心とした近隣の小中学校からの校外学習の受

け入れや出前授業等の実施の他、京都府舞鶴市や島根県益田市の高等学校の社

会見学受け入れ等を行った。（１１回、約２２８名）。さらに、地域の教育局主

催のイベントに参画して、小学生を対象としたワークショップや科学実験教室

を開催（７回、約１２０名）する等、次世代を担う青少年に地球環境問題やＣ

ＣＳについて正しい知識を伝える活動を行った。 
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４．産業連携による成果の早期実用化 
ＲＩＴＥの研究開発成果の早期実用化促進のために、研究成果や保有する技術シ 

ーズを産業界に広く公開し、企業ニーズとの合致によって産業界との連携及び共同

プロジェクト化を図る活動を推進した。 

 

（１）技術研究組合による研究開発推進 

「次世代型膜モジュール技術研究組合」（平成２２年度設立）では、引き続きＣ

Ｏ２ 分離・回収コストの大幅削減を目指した次世代型膜モジュールの実用化や事

業化に向けた研究開発を実施している。平成２８年度から住友化学(株)とＲＩＴ

Ｅの２社体制で研究開発を実施しており、平成２９年度は、連続製膜の薄膜化を

進めるとともに、エレメントの４インチ化検討により、実機を想定したスケール

アップ設計指針を得た。 

またＲＩＴＥを含む６法人（応用地質㈱、国際石油開発帝石㈱、石油資源開発

㈱、大成建設㈱、 (国研)産業技術総合研究所、(公財)地球環境産業技術研究機構）

で構成された「二酸化炭素地中貯留技術研究組合」（平成２８年度設立）では、

実用化規模での二酸化炭素地中貯留技術開発に関する課題を解決するため、民間

の技術も活用して研究開発活動を行っている。 

 

（２）民間企業等との共同研究の推進 

   ＲＩＴＥが独自に開発した「ＲＩＴＥバイオプロセス」を利用したバイオ燃料

やバイオ化学品生産の早期事業化を目指し、同プロセスの事業化を目的として設

立した Green Earth Institute(株)とアミノ酸等について共同研究を実施すると

ともに、グリーンフェノール開発（株）においてグリーンフェノール製造の事業

化を目指した研究開発を行った。 

 

（３）民間企業等との共同研究の発掘推進等 

「ＲＩＴＥバイオプロセス」を利用したバイオ水素、バイオ燃料、グリーン化

学品などの物質生産技術について企業等と情報交換を行い、企業のニーズの把握

を行った。 

また、ＣＯ２ 貯留技術の実用化や光ファイバー測定技術の土木・建築分野等へ

の応用について、民間企業等と情報交換し、検討を行った。 

さらに、ＣＯ２ 分離・回収技術について、種々の産業への新たな展開の可能性

を民間企業等と情報交換することにより検討した。 

 

（４）無機膜研究センターにおける実用化・産業化の推進 

分離膜・支持体メーカーおよびそのユーザー企業１６社と設立した「産業化戦

略協議会」において、３つの研究会（ＣＯ２分離、水素製造、信頼性等共通基盤）

を立ち上げ、それぞれ下部組織の作業部会で、無機膜を利用した、ＣＯ２分離回収、

水素製造について調査・検討し、国費事業化のためのテーマ絞り込みを行った。

また、実用化のための共通基盤として、長期信頼性評価方法の考案、評価手法、
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無機膜用語の標準化の整備に向けた調査・検討を実施した。 

国内の膜・膜反応器、分離技術に関する著名な技術・研究者を招いて、会員限

定のセミナーを３回開催した。また、セミナーでの講演に関連したニーズ・シー

ズ情報（文献・特許）や無機膜関連の国際会議の情報を会員に２回提供し、会員

の技術開発推進と知見向上に寄与した。さらに、会員以外に対しても、「未来を拓

く無機膜環境・エネルギー技術シンポジウム」を開催し、経済産業省、企業経営

層をパネリストとして迎え、「環境・エネルギー技術の実用化・産業化に向けた展

望」について議論した。 
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５．管理運営活動等 
（１）理事会等の開催 

①理事会 

第１３回定時理事会（平成２９年６月６日 於：東京 ＲＩＴＥ東京事務所） 

議題 ・平成２８年度事業報告及び決算について 

     （自 平成 28年 4月 1日 至 平成 29年 3月 31日） 

・第７回定時評議員会の招集について 

・グリーンフェノール開発株式会社の株主総会での議決権行使 

について 

・Green Earth Institute 株式会社の株主総会での議決権行使に 

ついて 

･顧問の委嘱について 

  臨時理事会（平成２９年６月２３日 於：大阪 ガーデンシティクラブ大阪） 

      議題  ・理事長、専務理事及び常務理事の選定について  

   臨時理事会（平成３０年２月１日 於：東京 ＲＩＴＥ東京事務所） 

議題   ・Green Earth Institute 株式会社の株主総会での議決権行使に 

ついて 

第１４回定時理事会（平成３０年３月６日 於：京都 新都ホテル） 

      議題  ・平成３０年度事業計画及び収支予算等について 

           （自 平成 30年 4月 1日 至 平成 31年 3月 31日） 

           ・グリーンフェノール開発株式会社の株主総会での議決権行使に 

ついて 

  ②評議員会 

第７回定時評議員会（平成２９年６月２３日 於：大阪 ガーデンシティクラブ

大阪） 

議題 ・平成２８年度事業報告について（報告） 

     （自 平成 28年 4月 1日 至 平成 29年 3月 31日） 

・平成２８年度決算について 

           （自 平成 28年 4月 1日 至 平成 29年 3月 31日） 

・評議員の選任について 

・理事の選任について 

  ③科学技術諮問委員会 

第３４回科学技術諮問委員会（平成２９年５月２２日 於：京都 ＲＩＴＥ京都 

本部） 

      議題  ・ＲＩＴＥ研究の全般的状況 

         ・ＲＩＴＥ研究グループおよび研究センターの研究成果と研究 

計画について 

         ・その他 

（２）組織・人員等 

①主要事項 

   平成２９年６月 評議員等の交替 

   評議員 新任 ２名、退任 ２名 

                     理 事 新任１３名、退任１３名 
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②人員数（平成３０年３月３１日 現在） 

 理 事       １３名(内常勤５名) 

 監 事 ２名(非常勤) 

 評議員 １１名(非常勤) 

 顧 問 ２名(非常勤) 

 科学技術諮問委員 １３名(非常勤)   

役・職員数 １６８名(常勤理事含む) 

 

（３）その他 

   建物設備の老朽化に伴い、空調設備の更新工事を行った。 

 

 

平成２９年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第３４条第３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないの

で、附属明細書は作成しない。 

             （以  上） 


	バイオ研究グループは、ＲＩＴＥの独自技術である「ＲＩＴＥバイオプロセス」を用いて、農業残渣や草などの非可食バイオマスから燃料や有用な化学品を生産する研究を実施しており、平成２９年度は、バイオ水素、バイオブタノール、グリーン化学品等を生産する研究を行った。

